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令和８年熊本地震に関する要望  
 

令和８年７月２８日に発生した令和８年熊本地震に際し、国におか

れては直ちに非常災害対策本部を設置され、被災地の状況把握と支

援ニーズへの対応を迅速に進めるとともに、激甚災害（本激）の指定

や予備費の支出を決定されるなど、総力を挙げてご支援いただき、深

く感謝申し上げます。 

今回の地震は、平成２８年熊本地震からの復旧・復興を進めてきた

中、１０年という節目の年に、再び市民生活と地域社会に甚大な被害

をもたらしました。今なお多くの市民が不自由な生活を余儀なくさ

れており、平成２８年熊本地震、令和７年８月豪雨に続く重複被災に

より、心身ともに深刻なダメージを受けています。 

本市においては、７３万市民の命と暮らしを守り、一日も早い市民

生活の再建と地域社会の再生を実現するため、発災から半月後の８

月１４日には震災復興本部を立ち上げ、全力で復旧・復興に取り組ん

でいます。また、県都・政令指定都市としての役割を果たすため、八

代市や宇城市、氷川町に応援職員を派遣するなど、県南被災地への応

援にも最大限努めています。 

国及び関係機関におかれましては、被災者が一日も早く元の暮らし

を取り戻すとともに、次なる大災害に備えた強靭なまちづくりなど

復旧にとどまらない創造的復興に向け、今後とも人的・技術的・財政

的支援をはじめ、被災地の実情に即した迅速かつ切れ目のないご支

援を賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

 令和８年（ 2026 年）８月  

 

熊 本 市 長  大西  一史  

熊本市議会議長  田中  誠一  
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える医療・福祉体制の確保 
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令和８年熊本地震の概要と要望の背景 

 

 

 

 

■発生 

令和８年７月２８日１６時２７分頃  

■震源 

熊本県熊本地方／深さ １６km 

■規模 

Ｍ７．１（横ずれ断層型）  

■震度（熊本市内） 

南区          ６強 

中央・東・西・北区   ５強 

■最大避難者（熊本市内） 

２，４８７人（７月２９日３時時点） 

 出所：令和 8 年 8 月 12日地震調査研究推進本部・地震調査委員会 令和８年熊本地震の評価 

 

 

 平成２８年以降の約１０年間において、熊本県では最大震度７を観測する地

震が３回発生している。 

平成２８年４月１４日 Ｍ６．５／最大震度７（益城町） 

平成２８年４月１６日 Ｍ７．３／最大震度７（益城町・西原村） 

令和８年７月２８日 Ｍ７．１／最大震度７（宇城市・氷川町） 

 

 

地震調査研究推進本部・地震調査委員会の令和８年８月１２日付評価では、

今回の地震におけるＭ７．１の震源断層の主たる部分は、日奈久断層帯の「高

野－白旗区間の一部」と「日奈久区間の北東部」に及んだとされているもの

の、断層帯全体が活動したとの評価はされていない。 

地震調査委員会は、日奈久断層帯の高野－白旗区間及び日奈久区間につい

て、活動時にそれぞれＭ６．８程度、Ｍ７．５程度の地震が発生する可能性が

あり、３０年以内の地震発生確率はそれぞれＸランク（不明）、Ｓランク（活

断層における今後３０年以内の地震発生確率が３%以上）と評価していた。 

同評価（下図）によると、Ｍ６．８以上の地震を発生させて熊本県に影響を

与える可能性のある活断層は、今回の地震で活動した断層以外にも多数存在す

令和８年熊本地震の概要 

１０年間に最大震度７が３回 

なお残る地震リスク 
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る。今回の地震後の再評価を待つ必要があるが、「今回で断層帯のリスクが解

消した」とする公的評価はない。 

 

主要活断層帯の長期評価の概要（算定基準日 令和８年（2026 年）１月１日）＜都道府県別＞ 

地震調査研究推進本部の長期評価結果一覧から抜粋 

（https://www.jishin.go.jp/main/choukihyoka/ichiran_pref.pdf） 

 

      

   

※ は今回の地震の震源断層 

 

 

今回の要望は、度重なる自然災害と、解消されない地震リスク、市民や事業

者のダメージの蓄積など、本市の特段の事情を背景とし要望するもの。 

 

重複被災 
令和８年熊本地震は、平成２８年熊本地震からの復旧復興、令和７

年８月豪雨への対応の途上で再び被災した。地域全体にダメージが

蓄積しており、単発災害と同じ対応では復旧・復興が進まない。 

Build 

Back Better 

依然として解消されない地震リスクに備え、原形復旧にとどめず、

上下水道、道路・橋梁、防災拠点、避難所、文化財等を、次のＭ７

級の地震に耐えうるよう強靭化を図る必要がある。 

県全体への貢献 
熊本市は、自らの復旧と並行して県南の被災自治体を支援している。

県都・政令指定都市として熊本県全体の復旧・復興に貢献するため

にも、人的・財政的な下支えが必要である。 

 

要望の背景 
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被災者等への支援 

【内閣府・総務省】 

 
 

１ 被災した住宅の被害拡大防止及び被災者の早期の生活再建を図

るため、緊急の修理及び応急修理に係る救助費基準額（上限額）

を実態に即した水準へ引き上げていただきたい。 

 

２ 被災者の居住環境を迅速に確保するため、市営住宅を目的外使用

により応急仮設住宅として供与する場合についても、災害救助法

による救助として位置付け、入居に必要な修繕等に要する経費を

救助費の対象としていただきたい。併せて、熱中症等の健康被害

を防止するため、エアコンの設置に要する経費についても、建設

型応急仮設住宅と同様に災害救助法の対象とし、必要な財政措置

を講じていただきたい。  

 

３ 避難者の生活再建を促進するため、自宅の片付け、住宅修理の立

会い、各種行政手続その他の生活再建に必要な活動のための移動

について、災害救助法に基づく救助の対象として明確化するとと

もに、公共交通の空白地域など地域の実情に応じて、借上げバス

等による巡回に加え、タクシー等の多様な輸送手段を活用できる

ようにしていただきたい。 
 
 
 
■令和８年熊本地震により、酷暑日を記録するなど記録的な酷暑・猛暑

が続く中、多数の市民が避難生活を余儀なくされており、災害関連死

を防止するため、避難生活における健康保持及び生活環境の改善が

重要な課題となっている。 

 

■被災住宅については、８月２１日現在で緊急の修理の相談が約  

２００件以上、応急修理の相談が数十件寄せられており、今後さらに

現 状 

提案・要望内容 
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相談件数及び申込件数の増加が見込まれている。 

 

■また、一時提供住宅として活用している市営住宅については、被災者

の居住環境確保のため、市独自施策として５９戸にエアコンをリー

スにより設置している。既存の市営住宅を活用した住まいの提供は、

新たな住宅建設を要することなく被災者に居住の場を早期に確保で

きる有効な手法となっている。 

 

■令和８年８月２１日現在、１３７世帯２００人が避難生活を継続し

ている。多くの避難者が自宅から離れた拠点避難所で生活している

一方、生活再建を進めるため、被災した家具・家財の片付けや家屋内

外の清掃、住宅修理の立会い、各種行政手続等のため、自宅や関係機

関等への移動が必要となっている。 

 

 

 

■被災した住宅の緊急修理及び応急修理は、住宅被害の拡大防止や被

災者の早期の生活再建に重要な役割を果たすが、現行制度の基準額

は、緊急修理が 56,400 円、応急修理が半壊以上 757,000 円、準半壊

367,000 円となっている。本市では、緊急修理について１件当たり 20

万円、応急修理について半壊以上 150 万円、準半壊 70 万円程度を要

すると見込んでいる。中東情勢の緊迫化の影響も加わり資材価格や

工事費が高騰する中、実態に即した応急措置や修理を実施するには

十分とは言えない状況である。 

 

■また、酷暑下・猛暑下における避難生活では熱中症対策が不可欠であ

り、被災者が避難所から一時提供住宅へ移行した後も、生命及び健康

を守るための居住環境の確保が必要である。 

 

■市営住宅等の既存住宅ストックを活用した一時提供住宅は、新たな

応急仮設住宅の建設や用地確保を要せず、被災者の住まいを迅速に

確保できる有効な手法である。一方、被災者が実際に入居するため

には、必要に応じて住戸の修繕や設備の整備を行う必要があるほ

か、熱中症等の健康被害を防止するため、エアコンの設置も不可欠

課 題 
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となる。こうした経費について、建設型応急仮設住宅では災害救助

法による支援が行われるのに対し、市営住宅等を一時提供住宅とし

て活用する場合には十分な支援の対象とならず、住まいの提供手法

によって自治体の財政負担に差が生じている。 

 

■本市では、被災者の居住環境を確保するため、市独自の措置として、

５９戸にエアコンを設置しており、令和９年３月末までに約   

１，５００万円の財政負担を見込んでいる。既存住宅ストックを活用

した迅速かつ効率的な被災者支援を推進する観点からも、住まいの

提供手法によって支援内容に差が生じることのないよう、市営住宅

を活用する場合についても、入居に必要な修繕やエアコン設置等を

災害救助法の対象とし、必要な財政措置を講じる必要がある。 

 

■被災者が生活再建を進めるためには、自宅の片付けや清掃、住宅修

理の立会い、罹災証明書の申請等のため、自宅や行政機関等へ移動

する必要がある。しかしながら、拠点避難所への集約が進む中、自

宅から離れた場所で避難生活を送る被災者が増加しており、移動手

段の確保が課題となっている。また、拠点避難所の閉鎖に当たって

は、被災者の自宅等への帰宅を支援する移動手段の確保も必要であ

る。加えて、当該輸送については災害救助法や災害救助事務取扱要

領上の取扱いが明確に示されていない事例があり、自治体ごとの個

別調整に依存していることから、被災者の生活再建に必要な移動を

制度上明確に位置付ける必要がある。さらに、本市には公共交通の

空白地域が存在し、被災者の移動先や利用時間も個々に異なること

から、借上げバスによる定時・定路線型の輸送のみでは対応が困難

なケースが想定される。このことから、被災者の移動手段を早急に

確保するため、乗合型のＡＩデマンドタクシーの導入時期を前倒し

し、９月１日より運行を開始するとともに、開始１か月間の運賃を

無料とする緊急的な措置を講じることとしている。一方、被災者の

状況や移動ニーズに対して、運行サービスの範囲で対応が困難な場

合もあることから、一般タクシーによる個別輸送を併せて実施する

ことが必要となる。 
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 災害救助法上の上限額（内閣府告示第２２８号８条）は、実際の修理に必要
な額（見込み）と大きく乖離がある。 

 

 

 
緊急修理 

応急修理 

半壊以上 準半壊 

上限 

（現行） 
56,400 円 757,000 円 367,000 円 

必要額 

（見込み） 
200,000 円 1,500,000 円 700,000 円 

 
 

 

 
 

参考１ 緊急の修理・応急修理 

参考２ 拠点避難所からの移送支援 

一例として、熊本市南区の避難所の最寄りバ

ス停「火の君文化センター前」から市中心部方

面へのバスの運行本数は、平日５本、土曜日

３本、日祝日２本と限られている。 

熊本バス「区間検索・運賃案内」

https://www.kuma-bus.co.jp/（2026 年 8

月２１日） 
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公共土木施設、ライフライン等の早期復旧 

【国土交通省・総務省】 

 
 

１ 道路、橋梁、河川、公園、上下水道等の早期復旧に向け、災害復

旧事業に必要な予算を確保するとともに、国庫負担率・補助率の

嵩上げ、地方負担分に対する交付税措置等、十分な財政措置を講

じていただきたい。 

 

２ 道路等の舗装打換え、側溝補修、被災設備の改修、水道本管の破

損を伴わない給水管の破断及び二次災害防止のための緊急点検

等を補助対象としていただきたい。また、すでに補助対象となっ

ているものについても、補助条件の緩和及び各種申請や照会手続

の簡素化・迅速化を図っていただきたい。 

 

３ 公共土木施設及びライフラインの復旧に当たっては、単なる原形

復旧にとどまらず、耐震化等による防災・減災機能の強化に必要

な経費を補助対象とするとともに、災害復旧事業に必要な人的・

技術的支援を講じていただきたい。 

 

４ 国管理施設について、早期復旧に向けた特段の措置を講じるとと

もに、河川堤防の耐震化等による防災機能の強化を図っていただ

きたい。 
 
 
 
■令和８年熊本地震により、本市では道路、橋梁、公園、上下水道等の

公共土木施設及びライフラインに広範な被害が発生している。国庫

補助の対象として把握している被害は、道路５件、橋梁６件、水道 

３１９件、下水道１０件、公園７件であり、総被害額は約 42 億 8550

万円に上っている 。このほか、市の単独事業による復旧を要する公

共土木施設が多数存在する。 

現 状 

提案・要望内容 
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■上下水道施設では、水道本管や下水処理施設などに大きな被害が発

生したほか、給水管の破断等の比較的軽微な被害が市内各所に点在

している。 

 

 

 

■公共土木施設及びライフラインの被害は市内各所に点在し、少額の

復旧工事も多数発生している。これらの災害復旧事業には採択基準

額が設けられており、少額な復旧工事は国庫負担・補助の対象となら

ない。このため、小規模被害が多数発生した場合には、被災自治体に

多額の単独負担が生じている。 

 

■道路等の舗装打換え、側溝補修、被災設備の改修及び二次災害防止の

ための緊急点検等についても、現行制度では一部が補助対象となら

ない場合がある。しかし、これらは安全な利用を早期に確保し、被害

の拡大や二次災害を防止するために不可欠であり、災害復旧に必要

な一連の経費として支援対象とする必要がある。 

 

■上下水道施設では、水道本管の破損を伴わない給水管の破断が多数

発生しているが、給水管は現行の災害復旧制度では国庫補助の対象

外とされている。このため、市民生活に直結する施設であるにもかか

わらず、その復旧費を水道事業が単独で負担する必要がある。 

 

■地方公営企業災害復旧事業債は、補助事業及び単独事業ともに充当

率１００％とされているものの、公営企業債の償還に係る特別交付

税措置には一定の適用条件があることから、適用条件の緩和が必要

である。 

 

■災害復旧事業は原形復旧を基本としているが、早期復旧及びビルド・

バック・ベターの視点を踏まえた機能回復が図られるよう、採択基準

の緩和も含めた支援制度の更なる充実が必要である。 

 

■道路、橋梁、河川、公園、上下水道等の災害復旧を同時に進めるため

課 題 
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には、多数の技術職員と専門的な知見が必要である。被害調査、災害

査定、設計、積算及び工事監理等を迅速に実施するため、継続的な人

的・技術的支援が必要である。 

 

■国が管理する河川等についても、施設の復旧の遅れが市民生活や地

域の安全に影響を及ぼすことから、早期復旧に向けた措置が必要で

ある。また、復旧に併せて河川堤防の耐震化等を進め、防災機能を強

化する必要がある。 

 

 

 

参考 道路・水道等の被害状況 
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被災者の健康と生活を支える医療・福祉体制の確保 

【厚生労働省・内閣府・こども家庭庁】 

 
 

１ 医療機関、社会福祉施設等の早期復旧に向け、医療施設等災害復

旧費国庫補助金、社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金及び児童

福祉施設等災害復旧費国庫補助金の十分な予算を確保するとと

もに、補助率の嵩上げを図っていただきたい。 

 

２ 医療機関、社会福祉施設等の建物及び設備に加え、医療・福祉サ

ービスの提供に必要な備品等についても補助対象としていただ

きたい。 

 

３ 施設の復旧に当たっては、原形復旧に加え、耐震化、設備更新そ

の他の防災・減災機能の強化など、施設のレジリエンス向上に資

する整備に対しても、必要な財政措置及び制度上の措置を講じる

とともに、柔軟な運用を図っていただきたい。 

 

４ 被災者の健康維持及び災害関連死の防止を図るため、被災者見守

り・相談支援事業等による見守り活動、相談支援及びコミュニテ

ィ形成支援に対する継続的な財政措置を講じていただきたい。 
 
 
 
 
■令和８年熊本地震により、市内では医療機関９０施設、高齢者施設 

２９９施設、障害福祉施設１１７施設、児童福祉施設等１４５施設に

おいて建物被害やライフライン障害が発生し、施設機能の維持及び

復旧に多額の経費と労力を要している。 

 

■医療機関、社会福祉施設等では、建物や設備に加え、医療・福祉サー

ビスの提供に必要な備品等にも被害が生じている。 

現 状 

提案・要望内容 
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■現在、避難所避難者及び在宅避難者等に対し、保健師等を中心とした

健康支援及び生活支援を継続しているところである。今後、仮設住宅

等への移行に伴い、生活環境や人間関係の変化が見込まれている。 

 

 

 

■高齢者や障がい者をはじめとする要配慮者に対する医療・福祉サー

ビスを継続的に提供するためには、被災した医療機関、社会福祉施設

等の早期復旧が不可欠である。しかしながら、現行の災害復旧制度で

は、補助対象とならない備品等があり、早期再開の支障となっている。 

 

■また、激甚災害指定による補助率の嵩上げ措置が講じられているも

のの、施設設置者にはなお一定の負担が残ることから、民間の医療機

関、社会福祉施設等の早期復旧の妨げとなることが懸念される。 

 

■平成２８年熊本地震、令和７年８月豪雨で被災し、国庫補助等により

復旧したにもかかわらず、今回再び同様の被害を受けた施設がある。

したがって、単に被災前の状態へ復旧するだけでなく、将来の災害時

において、医療・福祉サービスの継続的な提供体制が可能となるよう、

耐震化、浸水対策、非常用電源の確保、設備の更新等を行う必要があ

る。 

 

■被災施設においては、職員も限られるなか災害復旧対応に追われて

いるため、被災箇所の特定も十分に進まないうえ、書類作成等に充て

る時間を確保できていないのが現状である。協議書の提出期限につ

いては、激甚災害の指定を受けたことにより発災後６０日以内まで

延長されたものの、補助申請に係る必要書類の簡略化及び十分な申

請期間を設ける等なお一層の配慮が必要である。 

 

■仮設住宅等への移行後は、地域とのつながりや住民同士の関係性が

希薄化し、社会的孤立が進行することが懸念される。特に要配慮者に

ついては、健康状態の悪化や孤独・孤立の深刻化、さらには孤独死や

災害関連死のリスクが高まることが懸念される。 

課 題 
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■平成２８年熊本地震においては、直接死を大きく上回る災害関連死

が発生した。この教訓を踏まえ、被災者の健康と生活を支えるために

は、被災した医療・福祉サービスの早期復旧を図るとともに、見守り

及びコミュニティ形成支援を継続的に実施し、孤独・孤立の防止及び

災害関連死の未然防止を図る必要がある。 

 

 

 
区分 施設数 被害状況・金額 

医療機関 ９０施設 貯水タンク破損、ひび割れ（外装内装、病棟、玄

関）、備品（モニター・診療用エックス線装置等

医療機器、PC）、水道管（破損）漏水、スプリン

クラー漏水、床の波打ち、ボイラーの破損、増築

部分接合部の段差発生、空調設備の不具合等 

高齢者施設 ２９９施設 壁の剥離、窓ガラスの破損、水漏れ、エキスパン

ションジョイントの隆起、エレベーターの異常、

照明機器の破損等 

障害福祉施設 １１７施設 地下水くみ上げポンプ不良、給電設備の損傷、壁

の剥離、窓ガラスの破損等 

児童福祉施設

等 

１４５施設 外壁ひび・崩落、扉脱落・建具のずれ、天井材破

損、屋根・窓の損傷、園庭ひび等 

合計 ６５１施設  

 

障害福祉施設の被害状況  

   

参考１ 被害施設数一覧 
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介護施設の被害状況 

 

   

児童福祉施設等の被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本市の死者数 死者数：６９人  

【内訳】 

直接死 ６人(二次災害２人含む。) 

関連死６３人 

行方不明者数 ０人 

重傷者数 ７２８人 

 

参考２ 平成２８年熊本地震の人的被害（平成２９年３月３１日現在） 
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災害廃棄物の処理に関する支援 

【環境省】 

 

 

１ 災害廃棄物の迅速かつ円滑な処理に向け、被災自治体の支援ニー

ズを一元的に集約・調整し、人的・技術的支援、情報その他の必

要なリソースを効果的に配分するなど、被災自治体に対する支援

体制を強化していただきたい。 

 

２ 国、都道府県及び市町村が連携し、大規模災害時に都道府県域を

越えて被災自治体を円滑に支援できる、広域的かつ恒常的な体

制・仕組みを構築していただきたい。 
 

 

 

 

■令和８年熊本地震により、多数の住家が被害を受け、片付けごみやブ

ロック塀の倒壊物等、大量の災害廃棄物が発生している。 

 

■通常の一般廃棄物処理に加えて災害廃棄物の収集・処理が必要とな

ったことから、廃棄物処理業務が大幅に増加し、その対応に必要な職

員や廃棄物収集作業員等の人員が不足するなど、処理業務に支障が

生じている。 

 

■災害廃棄物を迅速に処理するためには、専門職員による技術的支援

に加え、収集運搬、仮置き、分別、処理等の各段階において、人員、

車両、重機、資機材等を確保し体制を整える必要がある。 

 

■特に被害が甚大であった熊本県南地域を支援するため、環境省、熊本

県及び熊本市は、被災自治体の災害廃棄物処理に係る支援ニーズを

一元的に集約・調整し、必要なリソースを効果的に配分することを目

的として、「災害廃棄物支援調整本部」を共同で設置した。 

現 状 

提案・要望内容 
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■災害廃棄物の処理が長期化した場合、被災住宅の片付けや解体、生活

環境の回復が遅れ、被災者の生活再建や地域の復旧・復興の妨げとな

るなど、大きな心理的負担につながる。このため、通常の処理体制を

大きく上回る業務量に対応できるよう、人員、車両、重機、資機材等

を迅速に確保する必要がある。 

 

■大規模災害時には、複数の自治体から同時に支援要請が生じる一方、

必要な支援ニーズや時期は、被害状況や処理の進捗に応じて変化す

る。また、災害廃棄物の処理には、収集・運搬、仮置場の確保・運営、

廃棄物の分別、被災家屋等の公費解体など、各段階に応じた専門的な

知識と経験を有する人材や廃棄物の処理量に応じた人員が必要とな

るが、被災自治体のみで確保することには限界がある。 

 

■そのため、被災自治体ごとの支援ニーズを一元的に把握し、専門職員、

人員、車両、重機、資機材その他のリソースを適時かつ効果的に配分

する調整機能が必要である。また、災害廃棄物処理の実務経験を有す

る職員の派遣をはじめ、継続的な人的・技術的支援を行う体制の確保

が求められる。 

 

■今回設置した「災害廃棄物支援調整本部」は、環境省、熊本県及び熊

本市が共同して支援ニーズの集約・調整を行うものであり、八代市、

宇城市、氷川町の支援ニーズを共有し早期の人員派遣に繋げるなど、

被災自治体を円滑に支援する上で有効な取組である。一方、このよう

な体制を災害発生後に個別に構築した場合には支援開始までに時間

を要するおそれがあるため、平時から関係機関の役割分担や連携手

法を明確にした恒常的な仕組みを整備しておく必要がある。 

 

■さらに、広域かつ甚大な被害が発生した場合には、被災都道府県のみ

では対応が困難となるおそれがある。このため、国、地方公共団体、

民間事業者及び関係団体が連携し、都道府県域を越えた職員の派遣

や資機材の確保など、広域処理を円滑に実施できる広域支援体制を

構築する必要がある。 

課 題 
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参考 住宅地等に排出された片付けごみの状況 

 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加し

て簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして好き

な位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

【家電４品目や片付けごみの排出状況】 

【家電４品目や片付けごみの回収状況】 
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教育環境の早期復旧及び 

児童生徒等の心のケアに対する支援 

【文部科学省】 

 
 

１ 被災した学校施設及び給食施設の早期復旧に必要な予算を十分

に確保し、国庫負担率の嵩上げを行うとともに、地方負担分につ

いて最大限の財政措置を講じていただきたい。また、酷暑時・猛

暑時における児童生徒の安全な教育環境及び避難所の良好な生

活環境を確保するため、体育館等の空調設備を含む防災・減災機

能の強化について、補助率の嵩上げなど十分な財政措置を講じて

いただきたい。 

 

２ 着工前までに提出する書類を集約するなど、災害復旧に係る手続

を簡素化・迅速化するとともに、復旧方法及び事業費の変更に柔

軟に対応していただきたい。また、早期復旧に必要な技術職員の

派遣等の人的・技術的支援を講じていただきたい。 

 

３ 被災した児童生徒を中心に、保護者及び教職員を含めた継続的か

つ専門的な心のケアを実施するため、本市を「災害時緊急スクー

ルカウンセラー活用事業」の対象自治体とし、必要な事業費につ

いて全額国庫補助による財政措置を講じていただきたい。 
 
 
 
 
■令和８年熊本地震により、市立学校全１４５校のうち１１３校、給食

調理場全９８場のうち４３場で被害が確認されている。 

 

■学校施設では、校舎間のエキスパンションジョイントの破損、柱・壁

の大規模なひび割れ、内装・建具の破損、天井材の落下、地中埋設配

管の破損による漏水等が発生している。給食施設では、柱・壁のひび

現 状 

提案・要望内容 
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割れ、大型冷蔵庫等の調理設備機器の転倒・破損等が確認されている。  

 

■被害が広範囲に及んでいることから、一部の建物では使用を停止し

ており、改修・修繕の完了まで教育活動や学校給食の実施に影響が生

じる状況である。 

 

■学校施設及び給食施設の復旧に係る想定事業費は約１３億円であり、

内訳は学校施設約１２億円、給食施設約１億円である。今後、被害調

査や復旧事業の調査設計が進むことに伴い、事業費が増加する可能

性がある。 

 

■発災時期が真夏であり、酷暑日・猛暑日を記録する厳しい気候の中、

体育館等は教育活動の場であるとともに避難所としても使用される

ことから、空調設備の整備が必要となっている。 

 

■児童生徒は、家屋の損壊を見聞きし、停電や断水、自宅を離れての避

難所生活等を経験するなど、生活環境の大きな変化に直面している。  

 

■児童生徒等の心のケアに必要なスクールカウンセラーの配置経費と

して、1,306 万 4 千円を見込んでいる。 

 

 

 

■多数の学校施設及び給食施設が同時に被災しており、安全確認、被害

調査、設計、積算及び工事監理等の業務が集中している。一方、これ

らに対応する建築職等の専門人材が不足しているため、早期復旧に

向けた技術職員の派遣が必要である。 

 

■学校施設及び給食施設の復旧には多額の経費を要する。公立学校施

設災害復旧費国庫負担法等による国庫負担制度を活用する予定であ

るが、国庫負担率が３分の２の場合、地方負担が大きくなることから、

国庫負担率の嵩上げと地方負担分への十分な財政措置が必要である。  

 

■災害復旧に係る国庫負担・補助制度の事務手続が煩雑であり、復旧事

課 題 
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業の着手や事業完了までに時間を要するおそれがある。また、余震や

詳細調査の進展により、新たな損傷が判明する場合も想定されるた

め、復旧方法及び事業費の変更に柔軟に対応できる制度運用が必要

である。 

 

■施設を被災前の状態に戻すだけでは、酷暑下・猛暑下における教育活

動や避難所運営に必要な環境を十分に確保できない。このため、復旧

に併せて体育館等の空調設備を整備するなど、安全性と防災機能を

高める取組への財政措置が必要である。 

 

■被災体験による心理的影響は、発災直後に限らず、中長期にわたって

現れることが懸念される。心身の不調、不安定な行動、学習意欲の低

下等を早期に把握し、学校生活への円滑な適応につなげるため、平時

を上回るスクールカウンセラーの配置が必要である。 

  

■児童生徒への支援を効果的に実施するためには、保護者や教職員へ

の相談支援を併せて行い、学校全体で組織的に対応する必要がある

が、平成２８年熊本地震において、カウンセリングが必要な児童生徒

は最大２，１４３人、その５年後の調査では１７１人の児童生徒がお

り、震災における心への影響は長期にわたることが確認できている。

本市単独で長期にわたって十分な専門人材と財源を確保することに

は限界があるため、国による継続的な財政措置が必要である。 
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参考１ 学校施設の被害状況 

京陵中学校 

エキスパンションジョイントの破損 

下益城城南中学校 

体育館の設備部材の脱落 

城東小学校 

外壁の損傷 

城西共同調理場 

外壁の波うち 
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学校施設の災害復旧に係る国庫負担を求めるに当たって、被害情報報告及び災

害報告書（下図①～③）の提出について一つにまとめることが可能となれば、

事務が簡素化される。 

また、災害復旧事業のほとんどが、国の現地確認等を待たずに復旧工事等を行

うため、事前着工届の提出が必要であるが、下図②③及び事前着工届をまとめ

た形で申請が可能となれば、更に事務が簡素化・迅速化される。 

 

 

 

 

参考２ 公立学校施設災害復旧費国庫負担法等による国庫負担制度の流れ 

参考３ カウンセリングが必要な児童・生徒数推移（平成 28 年熊本地震） 
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公共施設及び地域コミュニティ施設等の早期復旧 

【総務省・財務省・文部科学省・内閣府】 

 
 

１ 令和８年熊本地震により被災した本庁舎、区役所、文化施設、ス

ポーツ施設その他公共施設の早期復旧のために必要な予算を確

保するとともに、補助率の嵩上げその他の財政措置を講じていた

だきたい。 

 

２ 公共施設の復旧に当たっては、原形復旧にとどまらず、耐震化、

設備更新、非常用電源の確保その他の防災・減災機能の強化を図

るとともに、災害に強いまちづくりを推進する観点から、レジリ

エンスの向上及び創造的復興に資する施設整備に対し、必要な財

政措置及び制度上の措置を講じていただきたい。 

 

３ 本庁舎及び区役所庁舎について、災害対策本部機能をはじめとす

る行政機能を将来にわたり確実に維持できるよう、復旧のみなら

ず改築、更新及び機能強化を含めた施設整備に対する財政措置を

講じていただきたい。 

 

４ 公共施設の復旧と併せて実施する耐震化、防災設備整備その他の

防災・減災対策を着実に推進するため、緊急防災・減災事業債の

恒久化など、継続的かつ安定的な財政措置を講じていただきたい。 

 

５ 住民交流、防災活動、見守り活動その他の公益的な地域活動の拠

点として、地域住民が共同で利用・管理してきた地域公民館や地

域コミュニティ施設等について、平成２８年熊本地震からの復

旧・復興の途上で再び被災するなど、重複被災の影響を受けてい

る実情を踏まえ、被災自治体がそれらの再建・修繕を支援する場

合は、地域コミュニティ機能の早期回復のために十分な財政措置

を講じていただきたい。 

提案・要望内容 
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■令和８年熊本地震により、本市が所管する公共施設において多数の

被害が発生している。令和８年８月２１日現在、本庁舎及び区役所関

係施設、文化施設、スポーツ施設をはじめ、多くの公共施設において

被害を確認している。 

 

■本庁舎及び区役所では、ガラス破損、天井材の落下、内外壁のひび割

れ、空調設備その他設備機器の故障等が発生しており、一部施設では

応急対応や復旧工事を実施している。 

 

■文化施設では、市民会館、美術館、博物館等において、天井や壁面の

損傷、漏水、設備機器の故障等が発生しており、一部施設では利用制

限や休館を余儀なくされている。 

 

■スポーツ施設では、体育館、運動施設、弓道場等において天井の落下、

壁面のひび割れ、設備の損傷等が発生しており、安全確認や復旧工事

のため利用停止となっている施設がある。被災した２２施設のうち

５施設は、令和８年８月２１日現在も営業を再開できていない。 

 

■公共施設の被害額については現在精査中であるが、施設本体に加え、

空調設備、昇降機設備、電気設備その他付帯設備にも広範な被害が生

じており、多額の復旧費用が見込まれる。  

 

■令和８年熊本地震により、市内各地域において、地域公民館、地域コ

ミュニティセンター、神社、石碑、お堂等の地域コミュニティの拠点

施設が被災している。 

 

■これらの施設は、住民相互の交流、防災活動、見守り活動その他の地

域活動の拠点として、また、地域住民による祭りや伝統行事の継承の

場として長年活用されており、地域コミュニティの維持・形成に重要

な役割を担っている。平成２８年熊本地震からの地域の復旧・復興を

支える地域活動拠点として機能してきたが、今回の地震により再び

被災したことで、地域活動や住民交流の場の確保が困難となり、地域

現 状 
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コミュニティ活動の継続や住民交流の機会の確保に支障が生じてい

る。  

 

 

 

■本庁舎、区役所、文化施設及びスポーツ施設は、市民生活や地域活動

を支えるとともに、災害時には避難所や災害対応拠点として重要な

役割を担う施設であり、一日も早い機能回復が必要である。 

 

■スポーツ施設においては、多数の施設が利用停止となっていること

から、市民のスポーツ活動や健康づくりの機会が制限されているほ

か、各種大会やイベントの開催、地域コミュニティ活動にも影響が生

じている。このため、施設の早期復旧と機能回復が必要である。 

 

■公共施設の復旧には多額の財政負担を要することに加え、資材価格

や労務単価の上昇により復旧費用が増大する可能性があり、地方公

共団体のみで早期復旧に対応することは困難である。 

 

■公共施設には平常時の市民サービス提供機能に加え、災害時には避

難所や災害対応拠点としての機能が求められる。このため、今回被災

した公共施設については、単に被災前の状態へ復旧するだけでなく、

施設の耐震性や防災機能の向上、市民サービスの充実などを図り、公

共施設のレジリエンス向上につながる創造的復興を進める必要があ

る。 

 

■また、将来の大規模地震や激甚化する自然災害に備え、公共施設の

レジリエンス向上を図るため、復旧と併せて耐震化や設備更新等の

防災・減災対策を実施する必要があるが、多額の財政負担を伴うこ

とから、５年間延長され令和１２年度までの時限措置とされている

緊急防災・減災事業費については、恒久化を含めた継続的かつ安定

的な財政措置が必要である。 

 

■地域公民館、地域コミュニティセンター等は、平時の住民交流や各

種地域活動に加え、災害時には情報共有、防災活動及び被災者支援

課 題 
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などを行い、地域コミュニティを支える中核的な活動拠点である。

これらの施設の被災により、地域活動や住民交流の機会の確保が困

難となり、特に平成２８年熊本地震からの復旧・復興の途上にある

地域では、地域コミュニティ機能のさらなる低下が懸念されてい

る。このため、地域コミュニティ機能の早期回復に向け、被災自治

体が地域の実情に応じて実施する再建・修繕支援事業に対し十分な

財政措置が必要である。 

 
 

 

 
【被害状況】 

地下設備室で留め具破損、前庭のタイル破損、事務等の中２階女子トイレ

機械警備センサー破損、大ホール（客席）両側の壁面コンクリートはがれ

多数 
 
 
 
 
 
 
 

参考１ 市民会館の被害状況 
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【被害状況】 

給水タンクの未作動、屋根瓦のずれ、エレベーター停止、会議室の天井屋

根の一部が落下 
 

 

 

 

参考２ くまもと工芸会館の被害状況 

参考３ 被災した地域公民館 
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文化財の早期復旧 

【文部科学省・国土交通省・総務省】 

 

 

１ 平成２８年熊本地震及び令和８年熊本地震により被災した熊本

城並びにその他の国指定文化財について、重複被災という特殊事

情を踏まえ、復旧事業に付随する保存・活用に資する整備を含む

必要な経費を幅広く補助対象とするとともに、補助率の嵩上げに

よる十分な財政措置を継続して講じていただきたい。 

 

２ 特に復旧途上にあった公共施設や文化財については、工法が複雑

化する事情を踏まえ、被害を災害ごとに区分することなく、一体

的かつ総合的な復旧事業の実施が可能となるよう補助制度の特

例的な運用を講じていただきたい。 

 

３ 県指定、市指定、国登録及び地域の歴史・文化とコミュニティを

支える未指定文化財についても、特例措置として災害復旧に活用

できる国庫補助制度を創設・拡充するとともに、文化財所有者及

び地方公共団体の負担軽減に必要な特別交付税措置その他の財

政措置を講じていただきたい。 

 

４ 文化財の早期復旧に必要となる文化財修理技術者、学芸員その他

の専門人材の派遣及び確保を支援するとともに、被害調査、応急

保全、設計監理、復旧工事等に対する継続的な人的・技術的支援

を講じていただきたい。 

 

５ 復旧後の再被災を防ぐため、文化財の復旧と併せて実施する耐震

化、防災設備整備その他の防災・減災対策について、補助対象経

費の拡充など、必要な財政措置を講じていただきたい。 

 
 

提案・要望内容 
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■令和８年熊本地震により、本市では文化財建造物の損壊、石造物の転

倒、史跡の損傷等が発生している。指定・登録文化財２９１件のうち、

令和８年８月２１日現在で５５件の被害を確認しているほか、未指

定文化財についても被害調査を実施しており、被害件数及び被害額

は今後さらに増加する見込みである。 

 

■熊本城では、石垣等４０箇所における崩落・変状、天守閣をはじめと

する建造物１１箇所における土壁のひび割れ等、法面の土砂崩れを

含むその他８箇所の被害を確認している。 

 

■今回被害を受けた熊本城の石垣の大半は、平成２８年熊本地震にお

いても変状が確認されていた箇所であり、同地震による被災後、復旧

工事が進められていた途上で再度被災したものも含まれることから、

両地震による被害が複雑に重なり合っている。また、国指定史跡釜尾

古墳・塚原古墳群の石ノ室古墳についても、装飾古墳であるという特

殊な事情から、有効な修復が困難な状況にある中、令和８年熊本地震

により被害が更に拡大し、復旧がより難しい状況となってきている。

このため、災害ごとに被害原因や復旧範囲を明確に区分することが

困難な状況にある。 

 

■熊本城を除く文化財の被害概算額は、本市の所管施設だけでも約５

億円であり、民間団体や個人が所有する文化財も含めると、さらに多

額の復旧費用が必要である。  

 

■文化財は、一度損傷すると文化財的価値を完全に回復することが困

難であり、復旧に当たっては、被害状況の詳細調査、専門家による復

旧方法の検討、設計、現状変更等の手続及び復旧工事に長期間を要す

る。平成２８年熊本地震で被災した文化財についても、現在なお復旧

途上にあるものが存在している。  

 

■国指定文化財については文化財保存事業費補助金等による支援制度

が設けられているほか、大規模災害時には補助率の嵩上げや特別交

現 状 
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付税措置が講じられる場合がある。一方で、県指定、市指定、国登録

及び未指定文化財に対する支援は十分ではない。特に国登録と未指

定文化財については、平成２８年熊本地震の際には、民間からの寄付

により、多くの民間所有文化財が復旧を実現した。しかしながら、令

和８年熊本地震についても同様の支援が受けられるかは不明であり、

被災文化財の保存・継承に大きな懸念が生じている。 

 

 

 

■文化財の復旧には、高度な専門知識や伝統的な修理技術が必要であ

るが、文化財修理技術者、学芸員その他の専門人材は限られており、

多数の被災文化財を同時に復旧するための人材確保が課題となって

いる。 

 

■被害調査、応急保全措置、設計監理及び復旧工事には多額の経費と長

期間を要する。特に、民間所有文化財については所有者の自己負担が

大きく、十分な財政措置がなければ、所有者が復旧を断念し、地域の

歴史や文化を伝える貴重な文化財が滅失するおそれがある。 

 

■現行の国庫補助制度は、主として国指定文化財を対象としており、県

指定、市指定、及び未指定文化財に対する支援は十分ではなく、被災

規模に対して現行制度では対応が困難である。また、国登録文化財に

ついても、補助対象が設計費等に限られ、復旧工事費が対象とならな

い場合があるなど、所有者及び地方公共団体の負担軽減に向けた制

度の拡充が必要である。 

 

■登録・未指定文化財は地域の景観、記憶、祭礼等を支える一方、所有

者の高齢化や資力不足により、制度対象外のまま滅失するおそれが

ある。被災した文化資源を将来へ継承するため、今回の地震に係る特

例的な支援が必要である。 

 

■熊本城をはじめ、平成２８年熊本地震からの復旧過程において令和

８年熊本地震により再び被災した文化財については、両地震による

被害が複雑に重なっている。復旧事業を災害ごとに区分して実施し

課 題 
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た場合、被害調査、設計、補助申請及び工事管理が複雑化し、復旧の

遅れや事業費の増大を招くおそれがある。 

 

■このため、両地震による被害を形式的に区分するのではなく、文化財

としての価値を確実に保存する観点から、被害調査、応急保全及び本

格復旧を一体的かつ総合的に実施できる、補助制度の特例的な運用

が必要である。 

 

■また、被災箇所を原状に復するだけでなく、将来の地震等による再被

害を防止するため、復旧と併せて耐震化、防災設備整備その他の防

災・減災対策を実施する必要があるが、現行制度では支援対象となら

ないものがあることから、補助対象範囲や経費の拡充が必要である。 

 

■なお、復旧の遅れにより文化財価値が低下するだけでなく、熊本の歴

史・文化の継承や観光振興にも大きな影響を及ぼすため、迅速かつ適

切な対応が必要である。 
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参考１ 熊本城の被害状況 

 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加し

て簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして好き

な位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 
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指定文化財の被害状況について（Ｒ８.８．２１現在） 

 

 

【国指定史跡「熊本藩主細川家墓所（妙解寺跡）」の被害状況】 

 

（灯篭の転倒等の
小規模な被害を含
む）

うち建物全半壊な
ど被害の甚大なも
の※3

42 41 41 10 1（熊本城跡） 31 23.8%

40 40 36 15 0 21 37.5%

91 76 75 10 0 65 11.0%

118 105 101 20 0 81 16.9%

291 262 253 55 1 198 18.9%

【摘要】

※２　未確認は山奥にある史跡や、美術館等に寄託されている個人の美術品等で、まだ被害の有無の確認が取れていないもの。

※１　確認対象とした指定文化財数・・・指定(国登録含む)文化財から無形民俗文化財や鍔や刀剣等の鉄製美術品などを除いたもの。

国指定

国登録

県指定

市指定

合計

指定文化財
件数①

確認対象と
した指定文
化財数※1

確認済み
件数
※２

確認結果

被害あり②

被害なし
被害率

（②/①）

参考２ 指定文化財の被害状況 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を

追加して簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグ

して好きな位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 
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被災事業者等への支援及び地域経済の早期回復 

【厚生労働省・経済産業省・観光庁】 

 

 

１ 今回の地震については、既に農地及び公共土木施設等は激甚災害

（本激）に指定いただいたところであるが、被災事業者の迅速な

復旧・復興を図るため、中小企業等の被害についても、激甚災害

（本激）として早期に指定いただきたい。 

 

２ 度重なる災害により経営基盤が弱体化している事業者も多いこ

とから、被災事業者の事業再建を支援するため、中小企業等特定

施設等災害復旧費補助金（なりわい再建支援補助金）の創設、小

規模事業者持続化補助金における災害支援枠の拡充及び自治体

連携型補助金の補助上限額の引上げ、更には大企業も含めた支援

の実施や制度融資に対する財政措置など、地域の実情に応じた支

援措置を講じていただきたい。 

 

３ また、商店街等のにぎわい創出に対する支援をはじめ、地震によ

る影響が甚大であった外食需要喚起策を速やかに講じるととも

に、本市が独自に実施する復旧・復興支援について、十分な財政

措置を講じていただきたい。 

 

４ 地震の影響により落ち込んだ観光需要の早期回復を図るため、被

災地域の安全性や観光施設等の営業状況に関する正確な情報発

信を強化するとともに、（仮称）九州応援割など旅行・宿泊等の

需要喚起の早期実施及び誘客促進に対する十分な財政措置を講

じていただきたい。 

 

５ 被災事業者の事業再建と雇用の維持・確保を図るため、雇用調整

助成金における支給期間の延長等や雇用保険失業給付の給付日

数延長等の特例措置を講じるとともに、経営相談や合同就職説明

会など、地域の実情に応じた雇用施策や事業継続支援に柔軟に活

用できる財政措置を講じていただきたい。 

 

提案・要望内容 
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■多くの事業者が、平成２８年熊本地震で甚大な被害を受け、その後も豪

雨被害など度重なる災害に見舞われたうえ、コロナ禍、物価高騰など経

営環境の変化への対応を迫られる中、この度の災害により更なる打撃を

受けた。 

 

■令和８年熊本地震により、多くの事業者が工場や事業所等の復旧作業及

び安全確認のため、操業停止や休業を余儀なくされた。 

 

■建物、製造設備、機器及び備品等の被害により、商品の製造・販売等が

できず、売上げが減少するなど、事業活動に大きな影響が生じている。  

 

■物流・サプライチェーンの停滞も発生しており、施設・設備に直接的な被

害がない事業者においても、原材料等の仕入れ、製造、販売及び取引等

に影響が及んでいる。  

 

■観光・宿泊業では、地震発生後、宿泊予約のキャンセルによる損害額が

約１８億円（推計値）生じており、また、主要観光地である熊本城及び水前

寺成趣園では、来場者が約５割減となるなど、急速に観光需要が減少し、

その影響は宿泊業のみならず、飲食業、小売業その他の関連事業者及

び商店街においても広く波及している。 

 

■外食・物販においては、店舗被災や臨時休業にとどまらず、被災をしてい

ない店舗でも観光キャンセルに伴う需要の急減による影響や風評被害な

どにより、売上げの減少見込みが約２７億５千万円（推計値）に及ぶなど、

大きな影響が生じており、９月末頃まで予約キャンセルが相次ぎ、営業再

開後も客足の戻りは鈍いという現状がある。また、売上は前年同月比で

約５０％～８０％減少したという事業者もある。 

 

■被災した事業者の中には、休業や事業活動の縮小を余儀なくされる事業

者もあり、事業活動の停滞が長期化した場合には、従業員の雇用への影

響が懸念される。熊本労働局が取りまとめた令和８年熊本地震に係る関

連相談は、８月２０日現在、延べ約 2,000 件となっており、主な相談内容

は、雇用保険、雇用調整助成金、休業手当などとなっている。 

現 状 
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■農地及び公共土木施設等は激甚災害（本激）に指定されたが、甚大な被

害を受けたにもかかわらず、中小企業等については、激甚災害（本激）と

して指定されておらず、事業者等の復旧・復興に遅れ等が生じるおそれ

がある。 

 

■被災した工場、店舗、事業所及び生産設備等の復旧には多額の費用を

要する一方、操業停止や休業による売上げの減少も生じており、事業者

の自己負担のみでは早期の復旧・再建が困難となるおそれがある。 

また、平成２８年熊本地震など過去の大規模災害でも被災した事業者が、

今回の地震でさらに債務を負うことも想定され、事業の再建のためには、

よりきめ細かく柔軟な支援が求められる。 

このため、施設・設備の復旧・事業の再建を支援する「なりわい再建支援

事業」等を速やかに創設する必要がある。 

 

■施設・設備の直接被害に加え、顧客や販路の喪失、物流・サプライチェー

ンの停滞等による間接的な影響も生じている。このため、新事業への取

組、販路開拓、広報及び施設・設備の修繕等を幅広く支

援できる小規模事業者持続化補助金の災害支援枠の拡充が必要である。  

 

■被災事業者は、施設・設備の復旧費に加え、売上げが減少する中で運転

資金や人件費等を確保する必要がある。このため、補助金による復旧支

援と併せて、制度融資、信用保証料補給及び利子補給等を組み合わせ

た資金繰り支援が必要である。 

 

■本市が地域の被害状況や事業者のニーズに応じて、制度融資その他の

独自支援を実施する場合には、新たな財政負担が生じる。このため、本

市が復旧・復興支援を機動的かつ継続的に実施できるよう、国による十

分な財政措置が必要である。  

 

■観光・宿泊業は、施設の直接被害だけでなく、予約のキャンセルや旅行の

手控え等による影響を受け、その影響は飲食業、小売業等の関連産業に

も及ぶ。このため、正確な情報発信や観光需要の喚起等により、地域全

体の需要を早期に回復させる必要がある。 

課 題 
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■商店街等については、来街者と消費を回復させ、地域の商業機能及びコ

ミュニティ機能を再生する必要がある。このため、集客及び消費喚起等

のにぎわい創出に対する支援が必要である。 

 

■休業や事業活動の縮小が長期化した場合、被災事業者が従業員の雇用

を維持することが困難となり、事業再建に必要な人材の流出や地域雇用

の悪化につながるおそれがある。このため、雇用調整助成金の拡充や支

給期間の延長等により、事業再建までの雇用を下支えする必要がある。  

 

■離職を余儀なくされた労働者については、再就職までの生活の安定を確

保する必要がある。しかし、被害の長期化や地域の雇用情勢によっては、

通常の給付期間内に再就職することが困難となる場合も想定されること

から、雇用保険失業給付の給付日数延長等の特例措置が必要である。 

 

■一方、地方公共団体が被災事業者向けの経営相談や離職者等を対象と

した合同就職説明会等を実施する場合、会場設営、周知広報及び相談

体制の確保等に新たな財政負担が生じる。このため、事業の時期、対象

及び内容を地域の実情に応じて設定できる、柔軟な財政支援制度が必

要である。 

 

 

 

被害額推計（令和８年８月１３日時点） ※熊本市調べ 

項目 被害額 

宿泊キャンセル損害額 約１８億円 

会合等キャンセル損害額 約 ２億円 

飲食業影響額 約１５．２億円 

小売業影響額 約１２．３億円 
 

参考 令和８年熊本地震による地域経済への影響 

 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加し

て簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして好き

な位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 
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農漁業者の経営継続と農水産業施設の強靭化に向けた支援 

【農林水産省】 

 
 

 

１ 農業者の営農継続に向けて、被災した農業生産施設・機械、共同

利用施設等の復旧のため、「農地利用効率化等支援事業（被災農

業者支援タイプ：補助率国 1/2）」や「被災施設整備等対策」等を

適用いただくとともに、必要な予算の確保と地方財政措置の充実

を図っていただきたい。 

また、成果目標設定、面積下限要件、耐用年数要件等の適用除外

を行うとともに、補助事業に係る手続きの迅速化について特段の

配慮をしていただきたい。 

 

２ 農地や農道・水路等の農業用施設の早期復旧に向けて、必要な予

算を確保するとともに、災害査定や変更協議等の事務手続の簡素

化・迅速化を図っていただきたい。 

  また、基幹的農業水利施設の災害復旧事業については、当該施設

の復旧により本市全体の災害復旧事業の補助率が低下すること

のないよう、補助率増高制度に係る特例措置を講じていただきた

い。  

 

３ 漁港・漁業用施設等の水産関係施設の復旧に向けて、必要な支援

措置を講じるとともに、海苔加工施設についても支援の対象とし

ていただきたい。 

 

４ 上記復旧事業については、原形復旧にとどまらず、将来の大規模

地震による被害の再発防止に向け、耐震補強や免震化などの強靭

化対策についても補助対象とするとともに、その実施に必要な経

費について、原形復旧との差額を含め十分な予算を確保していた

だきたい。 

提案・要望内容 
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■令和８年熊本地震により、本市においては、農業生産施設・機械、農

地・農業用施設、水産関係施設について、合わせて 22 億円の被害が

発生している。（令和８年８月２１日現在） 

 

■農業生産施設・機械については、農業用倉庫、畜舎等の損壊が多数発

生している。また、農業協同組合が所有する共同利用施設等において、

選果ラインや予冷庫の破損、施設外壁のひび割れ等が確認されてい

る。  

 

■農地・農業用施設については、農地の地割れや隆起、農道のひび割れ、

水路・頭首工・ため池の破損等合わせて６３８件が確認されている。

（令和８年８月２１日現在） 

 

■水産関係施設では、漁港施設のコンクリート舗装のひび割れ、水産業

共同利用施設であるホイストクレーンの傾きや海苔乾燥機の動作不

良等が確認されている。 

 

 

 

■被災した農業生産施設・機械の再建・修繕には多額の費用を要する。 

 特に近年は資材高騰により農業者の生産コストが増加している中、

今回の震災で更なる負担が強いられることから、農業者の営農継続

のためには、農地利用効率化等支援事業（被災農業者支援タイプ）の

施設の強靭化を伴う復旧を含め、補助率の嵩上げについて特段の支

援が必要である。 

 

■農地利用効率化等支援事業（被災農業者支援タイプ）、被災施設整備

等対策、農林水産業共同利用施設災害復旧事業を活用した復旧は、早

期の営農再開を目指すものであり、生産性の向上を目的とするもの

ではない。このため、成果目標の設定、面積下限要件や耐用年数要件

の適用等は、これら事業に馴染まない。また、これらの要件は被災農

業者に過大な負担を課すものである。 

 

現 状 

課 題 
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■農地・農業用施設については、令和７年８月豪雨や本年６月の大雨に

よる被害の復旧を進めている中、今般の地震により広範囲に被害が

発生し、被害調査、災害査定、設計、工事発注及び変更協議等を同時

並行で進めていく必要があることから、迅速な復旧に向けて、重要変

更の要件緩和など事務手続きの簡素化が不可欠である。 

 

■頭首工等の基幹的農業水利施設は、多数の農業者が受益者となる施

設であるが、現行制度では当該施設の復旧に伴い、本市全体の災害復

旧事業に係る補助率が低下する可能性がある。このため、被災農業者

は、自らの農業生産施設・機械等の復旧費用を負担することに加え、

農地・農業用施設の復旧に係る受益者負担も増加することとなり、過

重の負担を強いられる。こうした状況により、営農継続に深刻な影響

を及ぼすことが懸念される。 

 

■海苔加工施設においては、乾燥機の位置ズレや基礎の破損、水槽や結

束機などの付属設備の破損といった被害が多数確認されている。熊

本県内の海苔生産量・産出額の約７割を占める本市の海苔養殖漁業

を維持していくためには、国の支援対象となっていない乾燥機及び

付属設備の一体的な復旧を支援していく必要がある。 

  

■１０年間で２度の大規模地震を経験していることを踏まえると、被

災前と同等の機能・性能による復旧にとどまった場合、将来再び大規

模地震が発生した際に同様の甚大な被害が生じるおそれがある。こ

のため、今般の復旧にあたっては、防災・減災の観点から、木造施設

の鉄骨造への建替えや耐震性に優れたパイプラインの整備など、施

設の更なる強靱化を併せて推進する必要がある。 
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参考１ 農業用倉庫、野菜選果施設の被害状況 

参考２  農地や農道・水路等の農業用施設の被害状況 

 

水路護岸の破損 ため池の堤体のひび割れ 

農道の破損 農地の地割れ 

野菜選果施設の損壊 農業用倉庫の倒壊 
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参考３ 漁港施設等の被害状況 

漁港の舗装のひび割れ ホイストクレーンの傾き 

海苔乾燥機の位置ずれ 付属設備（海苔選別機）の破損 
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参考４ 木造の農業用倉庫（100 ㎡）が被災した農業者の負担額の試算 

 

【強靭化分に対して国の補助率３割の場合】 

※1：「建築着工統計調査」（国土交通省）の熊本県の値を参考 

※2：農地利用効率化等支援事業（被災農業者支援タイプ）による 9 割補助（国:5 割、県:2

割、市:2 割）を想定 

※3： 「木造の農業用倉庫へ復旧」の支援額を適用 

※4：令和６年能登半島地震と同じ農地利用効率化等支援事業（被災農業者支援タイプ）で

の支援を想定（強靭化にかかる費用（270 万円（1,170 万円-900 万円））の 7 割補助

（国：3 割、県：2 割、市：2 割）） 

 

【強靭化分に対して国の補助率５割の場合】 

    ※: 強靭化にかかる費用（270 万円（1,170 万円-900 万円））の 9 割補助（国：5 割、
県：2割、市：2割） 

 

 

 

 木造の農業用倉庫へ復旧 鉄骨の農業用倉庫へ強靭化 

費用 900 万円 1,170 万円 

支援額 

（現行） 
810 万円 

復旧分 810 万円 

強靭化分 189 万円 

農家負担額 90 万円   171 万円（＋81 万円） 

 木造の農業用倉庫へ復旧 鉄骨の農業用倉庫へ強靭化 

費用 900 万円 1,170 万円 

支援額 810 万円 1,053 万円 

農家負担額 90 万円  117 万円（＋27万円） 

※1 

※2 

※3 

※4 

※ 
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参考５ 災害復旧に係る業務負担（被害調査・災害査定・設計・工事発注など） 

 

 

参考６ 基幹的農業水利施設の被災が国庫補助金に及ぼす影響（補助率試算） 

 

 

農地等災害復旧事業　被災件数

査定

復旧工事 22件

査定 9件

復旧工事 9件

査定 269件

復旧工事 269件

　　　　　　　　　　　　　　業務が極めて多忙

6月以降432
被災件数

R８

7 8 9 510 11 12

R９

1
業務災害名

R７年災 ８月豪雨

R８年災 熊本地震

６月豪雨R８年災
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災害復旧に係る財政等支援 

【内閣府・総務省・財務省】 

 

 

１ 国において復旧・復興に必要な財源を十分確保し、地方の実情に

応じた財政需要に確実に対応いただきたい。また、災害復旧にか

かる地方負担については、地方交付税による所要額の確保等必要

な財政措置を講じていただきたい。 

 

２ 酷暑下・猛暑下における被災者の健康管理や災害関連死の防止が

喫緊の課題となっている中、災害救助法の対象枠の拡大や基準額

の引き上げ等、制度の柔軟な運用をお願いしたい。 

 

３ 被災自治体が復旧・復興に全力で取り組むためには、国からの支

援が不可欠であり、地域の実情に応じたきめ細かなニーズに対応

していく必要もあることから、平成２８年熊本地震と同様の特別

な財政措置を講じていただきたい。 

 

４ 税等の減免や震災特例等による減収にかかる補填措置について

は、地方の財政運営に大きな影響を与えることがないよう、特段

の財政措置を講じていただきたい。 

 

５ 被災者の生活再建支援及び公共施設・インフラ等の復旧を迅速か

つ着実に進めるため、中長期派遣による必要な人員、特に、建築

職員や農業土木職員など、専門的な知識と経験を有する技術職員

の確保に取り組んでいただきたい。 
 

 

 

 

■令和８年熊本地震においては、避難者の数は最大約２，５００人に上

現 状 

提案・要望内容 
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り、住家被害は１１，９００棟を超え、住まいを失った市民への生活

支援が急務となっている。また、農水産業関連施設や企業も多数被災

し、本市の産業に大きな影響を与えている。 

 

■本市としては、被災者支援や公共施設の復旧等に全力で取り組んで

いるところであるが、今回の地震は、甚大な被害をもたらした平成 

２８年熊本地震からわずか１０年での発災であり、当時の震災から

の復旧・復興に係る財政負担が未だ残る中、今後再び復旧・復興を進

めていくために必要な経費が、新たな中長期的負担となって本市財

政を圧迫することが懸念される。 

 

■今後、被災住宅の応急修理、公費解体、みなし仮設住宅への入居支援

など、被災者の生活再建に係る各種制度を円滑に実施するにあたり、

多くの人員が必要となる。また、農業関係施設や公共施設等の復旧に

必要となる被害調査、災害査定、設計、積算、工事発注、監理等の実

施にあたり、専門的な業務を担う技術職員が不足している。 

 

 

 

■被災者の生活再建に加え、公共施設の復旧や地域経済への支援、さら

には、既存の制度では十分に対応できない地域の実情に応じたきめ

細かなニーズへの対応などにも多額の財政需要が見込まれており、

通常の制度の枠内で必要な財源を確保することは困難である。 

 

■今後、多岐にわたる生活再建業務と本格化する復旧事業を進めてい

くにあたり、既存職員のみで対応することは困難であり、特に、専

門性を要する業務については、本市単独で必要な技術職員を確保す

ることが難しいことから、地方公共団体等からの中長期的な人的支

援が必要である。 

 

 

 

 

 

課 題 
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※ 「その他」は、熊本城や文化財等の災害復旧経費、企業会計への繰出金など。 

※ Ｒ１８年度以降においても、公債費のほか、熊本城や文化財等の災害復旧経費や企

業会計への繰出金が見込まれる。 

 

 

■今後見込まれる平成２８年熊本地震に係る災害復旧事業費（熊本城など） 

５９２億円 

■令和７年度決算時点の平成２８年熊本地震に係る市債残高 

６１３億円 
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平成２８年熊本地震に係る財政負担の今後10年の見通し（単位：億円）

公債費 その他

参考 平成２８年熊本地震における財政負担の状況 

 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加し

て簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして好き

な位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

合計７８１億円 
（内訳）  

公債費５０８億円 

その他２７３億円 
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